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平成２２年度に実施される戸別所得補償モデル対策について 

                        岡山県農林水産部畜産課 

 畜産をめぐる情勢は、世界的な経済不況

を受けた消費低迷による畜産物価格の下落、

さらには輸入飼料価格の高止まりと相まっ

て、非常に厳しい状況にあります。 

 皆様ご承知のとおり、国は平成２３年度

から農業の戸別所得補償制度を導入するこ

ととしており、畜産・酪農においても戸別

所得補償を検討することとされ、農政の大

転換が進められることとなっています。ま

ず、来年度は、平成２３年度からの本格的

導入に向けて、全国規模の実証を行う「米

の戸別所得補償モデル対策」が実施されま

す。 

 畜産分野においても、水田での営農を展

開されている経営や耕畜連携により稲ホー

ルクロップサイレージ（ＷＣＳ）を利用さ

れている方も多いと思いますので、今回は

このモデル対策の概要を御紹介します。 

 平成２２年度に実施される戸別所得補償

モデル対策は、①水田利活用自給力向上事

業と②米戸別所得補償モデル事業の２つの

事業をセットで行うこととされています。 

         （次ページを参照） 

 

①水田利活用自給力向上事業 

 食料自給率の向上を図るため、水田を有

効に活用して、麦・大豆・飼料作物・飼料

用米、ＷＣＳ用稲等の新規需要米などの戦

略作物の生産に対して、直接支払いを行う

制度となっています。 

 また、今年度までの産地確立交付金等の

助成体系を大幅に簡素化し、全国統一単価

の設定などわかりやすい仕組みとされてい

ます。 

 本事業の交付対象者については、これま

で米の需給調整に参加していなかった農家

が参加しやすくなるよう、米の「生産数量

目標」の達成にかかわらず助成対象となり

ます。 

 

②米戸別所得補償モデル事業 

 意欲ある農家が水田農業を継続できる環

境を整えることを目的に、恒常的に生産に

要する費用が販売価格を上回る米に対して

所得補償を国からの直接支払いにより実施

されます。 

 交付単価については、標準的な生産に要

する費用と標準的な販売価格の差額相当分

に当たる１０ａあたり１．５万円（定額部

分）と当年産の販売価格が標準的な販売価

格を下回った場合の差額を算定し交付され

る変動部分とに分けられます。 

 また、この事業の交付対象者につきまし

ては、①の事業とは異なり、米の「生産数

量目標」に即した生産を行った販売農家や

集落営農が対象であり、水稲共済加入者又

は前年度の出荷・販売実績が確認されるこ

とが必要です。 

 

 いずれの事業につきましても、本原稿執

筆段階では詳細な事業の内容が判明してお

りませんが、今後、国・県をはじめ、地域

の水田農業推進協議会や市町村・ＪＡから

情報提供されることとなっています。水田

で営農を展開されている畜産経営やＷＣＳ

用稲や飼料用米などの生産については、本

対策を有効に活用していただきたいと思い

ます。 

 また、耕畜連携により生産された稲ＷＣ

Ｓについては、良質で嗜好性に優れている

ことから、県内における利用は着実に伸び

ているところですが、本対策の導入により

一層の増産が期待されます。県といたしま

しても、収穫調製を担うコントラクターの

育成や関係機関と連携した耕種農家と畜産

農家のマッチングを図っていくこととして

いますので、畜産農家の皆様におかれまし

ても、国産粗飼料の更なる利用拡大により、

経営の安定化を図っていただきたいと思い

ます。 
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